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農政産業観光委員会会議録 

 

日時      平成２５年３月７日（木）   開会時間   午前１０時０３分 

                      閉会時間      午後 ３時３１分 

 

場所 第２委員会室 

 

委員出席者       委員長   白壁 賢一 

副委員長  望月 利樹 

 

委員出席者 髙野  剛  浅川 力三  棚本 邦由  前島 茂松  森屋  宏  

齋藤 公夫  大柴 邦彦  樋口 雄一 

 

委員欠席者    なし 

 

説明のため出席した者 

 

農政部長 加藤 啓  農政部次長 山里 直志  農政部次長 輿石 隆治 

農政部技監 小沢 和茂  農政総務課長 橘田 恭  農村振興課長 小幡 保貴 

果樹食品流通課長 西野 孝  農産物販売戦略室長 小野 光明 

畜産課長 桜井 和巳  花き農水産課長 田中 真  農業技術課長 樋川 宗雄 

担い手対策室長 相川 勝六  耕地課長 山本 重高 

 

公営企業管理者 後藤 雅夫  企業理事 西山 学  次長 渡辺 祐一 

総務課長 二茅 達夫  電気課長 仲山 弘 

 

議題 （付託案件） 

   第３３号 県営土地改良事業施行に伴う市町村負担の件 

請願第２３－６号 「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉」への参加に反対する意見書採

択を求めることについて 

   （調査依頼案件） 

   第１５号 平成２５年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中農政産業観光委員会関

係のもの、第２条継続費中農政産業観光委員会関係のもの及び第３条債務負担

行為中農政産業観光委員会関係のもの 

第２０号 平成２５年度山梨県農業改良資金特別会計予算 

第２８号 平成２５年度山梨県営電気事業会計予算 

第２９号 平成２５年度山梨県営温泉事業会計予算 

第３０号 平成２５年度山梨県営地域振興事業会計予算 

 

審査の結果  付託案件については、いずれも原案のとおり可決すべきものと決定し、調査依

頼案件については、いずれも原案のとおり賛成すべきものと決定した。 

また、請願第２３－６号については、継続審査すべきものと決定した。 

 

審査の概要  まず、委員会の審査順序について、農政部関係、企業局関係、産業労働部・労

働委員会関係、観光部関係の順に行うこととし、午前１０時０３分から午後２時

０９分まで（その間、午前１１時５９分から午後１時０３分まで、午後１時０４

分から午後１時０５分まで、午後１時０７分から午後１時０８分まで休憩をはさ
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んだ）農政部関係、休憩をはさみ午後２時３０分から午後３時３１分まで企業局

関係の審査を行った。 

産業労働部・労働委員会関係、観光部関係、企業局関係（７日が審査未了のた

め）については引き続き８日に審査を行った。 

 

 

主な質疑等 農政部関係 

 

※第１５号 平成２５年度山梨県一般会計予算第１条第２項歳出中農政産業観光委員会関係

のもの、第２条継続費中農政産業観光委員会関係のもの及び第３条債務負担行

為中農政産業観光委員会関係のもの 

 

（農業参入企業新部門チャレンジ支援事業費について） 

望月副委員長  課別説明書４１ページなんですが、４のマル臨の農業参入企業新部門チャレ

ンジ支援事業費、緊急雇用の６,５００万円について質問したいと思います。 

 先ほど概要の説明があったんですが、この事業の全体のスキームをもう少し

具体的に詳しく教えていただけますか。 

 

相川担い手対策室長 委員から質問がありましたこの事業ですけれども、実施期間は、最大１

０カ月を予定しており、離転職者を新規に雇用して、その間、農業法人や先進

経営体の実際の経営のもとで実践的な農業技術とか経営の方法を習得する、い

わゆるオン・ザ・ジョブ・トレーニング、ＯＪＴ研修を通じて、新しい部門の

創出や、規模拡大のためのニーズというのを見つけていただいて、事業終了後

には正規雇用につなげるというのが、このスキームになっております。 

 

望月副委員長  対象企業があると思うんですが、対象があるのか、ないのか。ある場合、ど

のような企業が、対象になるのですか。 

 

相川担い手対策室長 現在、企業参入しているところは７０ぐらいあるんですけれども、この

事業の対象にする企業は、県内外から本県で農業に参入した企業と、それから

既に他県で農業に参入したけれども、新たに本県に進出した企業が対象となり

ます。 

 

望月副委員長  この緊急雇用の人数的な部分は何人を予定されているのですか。 

 

相川担い手対策室長 総枠２０名を予定しております。 

 

望月副委員長  ２０名ということで、事業費の使途というか、どのようなものに使うのか。

その辺の、ある程度縛りがあるのかどうか。 

 

相川担い手対策室長 事業費の使途ですけれども、当然、緊急雇用ですので、新規雇用者の賃

金。これは、最大１０カ月を予定しております。 

 それから、社会保険などの事業者負担分、雇用者のスキルアップのための研

修費用、研修先への謝金、研修のための例えば剪定ばさみなどの道具類。これ

は、単価が３万円以内を予定しております。 

 それから、研修先への旅費。その他、研修に必要な消耗品など、おおむね、

合わせて１人３００万円程度ということになります。 
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望月副委員長  緊急雇用事業というのは往々にして事業の啓発と支援をしているが、終了し

たときにはつながらなくて離職してしまうとか、そういったことが結構耳にさ

れます。事業終了後に、この事業をどういうふうにやっていくのか、効果を含

めてお聞かせいただけますでしょうか。 

 

相川担い手対策室長 この事業が終わった後、金の切れ目が縁の切れ目にならないよう、正規

雇用につながるように考えております。雇う側でも、収入がないと賃金が出な

いということで、農業参入企業の課題としまして、参入して数年というのは、

栽培管理者として新しく雇用した人の技術のレベルというのがなかなか上が

らないということで、生産が思うように上がらない。しかし人件費は払わなけ

ればならないということで、参入企業の経営を圧迫しているという実態があり

ます。 

 この事業というのは、新規雇用者の技術習得に関する人件費などの必要経費

を助成しまして、事業終了後には一人前の技術者として農業生産に従事できる

ように育成して正規雇用につなげるというものですので、企業にとっては即戦

力となり得る技術者として育成する研修期間中の人件費を軽減できるという

メリット、それから新規雇用者については、生産技術者としての確実な技術の

習得というのが、その後の正規雇用につながるといった、双方にメリットがあ

るということで、正規雇用につながるものと考えております。 

 

（やまなし農業６次産業化等のチャレンジ推進事業費について） 

大柴委員  農の１０ページ。マル臨、緊急雇用のやまなし農業６次産業化等のチャレン

ジ推進事業費、１,２６０万円についてお聞きしたいんですけれども、６次産

業化というのは、農業者が生産した農産物を加工して付加価値をしっかりつけ

て、さらに直接販売等をして収益性を高めることなどによって農業者の所得の

向上や、そしてまた地域の活性化につなげるものであると考えているんですけ

れども、今般の緊急雇用創出事業は雇用の確保を目的としていますが、その事

業を活用して６次産業化の推進に向けて、どのような取り組みを想定している

のか、その辺をちょっとお聞かせください。 

 

西野果樹食品流通課長 農業法人なり６次産業化に取り組みたいという方々は、販路やどのよ

うなものを開発、加工品等したらいいのかということを悩んでおり、人材が足

りないということがあります。そのため、農業生産とは別に、６次産業化の取

り組みを進める上で、必要な人材を確保して、そういう方々に、課題でありま

す加工品の試作や販路、あるいはニーズ調査などをしていただいて、初期の段

階の６次産業化の取り組みをスムーズにしていただくため、この事業を組んで

います。 

 

大柴委員  販路の拡大とか、そういうことはいいんです。１,２６０万円の予算ですが、

それで、何社とか、人でいいますと、どのぐらいを予定しているんですか。 

 

西野果樹食品流通課長 対象事業者数とすると、３事業者を想定しております。１事業者、雇

用人数とすれば１名程度ということで、４００万円程度で３事業社、１,２０

０万円強ということを想定しております。 

 

大柴委員  わかりました。６次産業化を推進するには、農業者が加工業者等と連携する

など、継続した取り組みが必要だと考えるわけですけれども、緊急雇用創出事

業というのは、短期的な事業なわけですので、どのように６次産業化につなげ
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ていくのかというのは、かなり私としては疑問に思うんですけど、その辺のと

ころの見解を教えてください。 

 

西野果樹食品流通課長 この事業につきましては、確かに委託するといいますか、お金を払う

期間は１年ですけれども、６次産業化の取り組みに専念をしていただいて、そ

の間にいろいろ知識、技術を習得していただくと。その後は、原則継続雇用で

つないでもらうという形になっていまして、研修に取り組んでいる間につきま

しては、６次産業化を支援するために農務事務所には地域の指導班というのも

ありますし、サポートセンターというのが中小企業団体中央会にありますけれ

ども、そこにはプランナーという方も置いていますので、そういう方々のアド

バイスも受けながら１年間しっかりやっていただいて、その後は、その事業者

が継続して、取り組んでいただく、勤めてもらうということを想定しています。 

 また、そういう取り組みが定着して、その取り組みが拡大するようになれば、

また新たに雇用も生まれるということで、そういうふうな流れになるように、

しっかり事業推進をしていきたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

大柴委員  そうですね。さっきの話じゃないですけれども、金の切れ目が縁の切れ目じ

ゃないですけど、１年間だとなかなか、６次産業というのは難しいものだと私

たちは考えておりますので、やはり製品も１年に１回の商品だとか、そういう

のがたくさんあると思いますから、何とか、先ほど言った指導班ですか、そう

いう方たちといろいろ協議をして、長く継続ができるように、ぜひ指導してい

ただきたいなと思います。 

 

（山梨県馬術技術事業費について） 

 農の２１ページの山梨県馬術競技場事業費の関係費１,８８０万６,０００

円について質問させていただきますけれども、北杜市小淵沢町にあります県の

馬術競技場は、かいじ国体のときの馬術競技場として整備されまして、施設の

運営管理は公益財団法人山梨県馬事振興センター等が行って、またあわせて当

施設を活用して、乗馬振興を図るための事業に取り組んでいると聞いています

けれども、具体的にはどのような取り組みをしているのか、伺います。 

 

桜井畜産課長  この法人は県と旧小淵沢町と県馬術連盟が出資した法人ですけれども、主な

業務は、県有馬の飼育管理と調教です。 

 ２点目は馬事技術の普及奨励ということで、国体競馬選手やジュニアの強化

選手への施設開放とか、あるいは指導です。 

 また、全日本クラスの全日本ジュニア障害馬術ですとか、全日本総合馬術と

いった大きな大会を初め、県内や関東関係の大きな大会を２０ほど年間行って

おります。 

 さらに、優良馬の繁殖やその育成、調教を行い、それを地域に供給している

ということも主な仕事です。 

 

大柴委員  私、馬事振興センターが、こうした事業を通じて乗馬の普及や選手強化、乗

馬用の馬の育成など、乗馬振興に取り組んでいる成果とか、これを行うことに

よって毎年の国体等で山梨県が上位の成績を上げているという成果につなが

っていると思っているんですけれども、小淵沢の馬術競技場で毎年行われてい

ます北杜市の夏祭り、八ヶ岳ホースショーというのがあります。私も何回か見

に行かせていただいていますが、県内外から大勢の観光客が来て、非常ににぎ
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わっているわけでして、全国、広しといえども、これだけ調教された馬と人馬

一体となったショーというのは、なかなかほかには見られないなと思っていま

す。 

 乗馬はスポーツとしての競技やレクリエーション等々、本当に地域の観光資

源にも大変役立っているわけです。小淵沢とか、この北杜市はそうなんですけ

れども、かいじ国体から２５年もたっており、施設の老朽化等も大分進んでい

るということですので、県では、これまで乗馬振興や施設整備等にどのような

支援を行ってきたのか、伺います。 

 

桜井畜産課長  今、御質問ありましたように、国体をする折に基本的な施設は整備をしてい

るわけですけれども、この競技場の機能強化を図るために、馬の温泉施設とか、

あるいは野外障害施設、トレッキングコース、こういったものを国や中央団体、

中央競馬等の益金を使いながら、なおかつ県も助成して、計画的に整備を行っ

てまいりました。 

 また、運営をするということで、なかなか厳しい状況もあるんですが、運営

費についても一部助成を行っております。 

 施設も大きく、２２ヘクタールほど競技場も広さがありまして、施設だけで

はなくて、野外の障害だとか、あるいはホーストレッキングコースも５キロ、

１０キロというふうなことで、広いコースになっています。そこも整備してい

かなければいけないということで、今回、こういった緊急雇用で、人海戦術じ

ゃないんですけれども、そういった馬道の整備でありますとか、選手が安全に

競技ができるように事業を導入して整備を行っているところであります。 

 あと、今、委員がおっしゃったように、観光的な施設ということで、大勢の

方も来られるわけですが、全日本クラスの大会もありますので、施設はある程

度整備しておかないと、そういった利用も落ちるということで、これからも計

画的に整備を行っていきたいというふうに考えております。 

 

大柴委員  これまで県が支援していただいて施設等の整備が行われたことは、よくわか

ったんですけれども、先ほど言いましたように、臨時のこの野外整備場ですか、

やはり、これも毎年少しずつやっておけば、それだけ負担も大きくならないわ

けですから、少しずつの予算をつけて、まずやっていただくのと、あと乗馬振

興や地域産業化を活性化する上では、県のこの馬術競技場が果たす役割という

のは大変大きなものだと考えておりますので、この競技場の機能を低下させな

いためにも、計画的な施設改修は必要だと考えております。今後、県ではどの

ように取り組んでいくのか、最後に伺います。 

 

桜井畜産課長  今までも支援をしてまいりましたけれども、今後とも、いろいろな国の事業

でありますとか、そういったものも活用しながら、県としても計画的に必要性

や状況を見まして支援をしてまいりたいと思います。 

 今回の緊急雇用事業のように、もしそういった事業が活用できる場合は、積

極的に取り入れて、雇用の場を創出しながら、こういったことにも、あわせて

取り組んでまいりたいというふうに考えています。 

 

（鳥獣害防止対策総合実践事業費について） 

棚本委員  農の３２ページ、鳥獣害防止対策総合実践事業について、冒頭、部長の説明

の中で、議会の提案を受けて、鳥獣害の関係にいろいろと積極的に取り組んだ

との説明がありました。本当に提案を受けて、受けただけではなくて取り組む

という姿勢については冒頭、高く評価をいたしたいと思います。 
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 今、鳥獣害の説明を聞いていて思い出したんですが、十七、八年前ごろ、私

も市議会に所属していたころ、まだ地元の地区ではトウガラシ爆弾やバナナを

使って、何とか共存をしながら、鳥獣害の対策ができないかと、対策が練られ

ておりました。そのころは、こんなに大きな行政の課題になっていくとは、ま

だまだ想定しておりませんで、ただ目先の対策をしていけば、何とか地元地域

の問題だけでおさまるだろうという市議会の立場で動いた経過を思い出しま

した。いつの間にか県レベルの、あるいは国レベルの大きな課題となってきた

ことで、私自身も戸惑いを感じております。 

 そこで、今度の幾つかのマル新の事業についてお伺いしますが、まず地域で

防ぐ鳥獣被害防止支援事業費が盛られておりますが、ここの中で、意識啓発を

図る集落診断の実施に対して助成をするという説明書きが付されております。

振り返ってみて、各地域でこれまでも、この実態把握に努めてきたと思ってお

りますが、改めて、この集落診断。簡単なことではないと思いますけれど、集

落診断によりまして、どのような効果があらわれると思っておられるんでしょ

うか。まず冒頭に伺います。 

 

樋川農業技術課長 現状ですが、個々の農家では当然、自分の畑の被害実態というのは承知を

していると思いますけれども、地域全体として面的に捉えてみますと、例えば

どういうルートでけものが侵入し、どういう動きをするのかなどを含めまして、

意外と把握されていないことが多い実態にあるかと思います。 

 今回の集落診断という方法によりまして、その地域における弱点ですとか、

あるいは必要な対策、侵入防止さくをどうやったら効果的に張ることができる

のか。その他、追い払いの方法など、必要な方法が明確になってくると思いま

す。地域ごとの被害状況に応じた、より効果的な対策がとれるということが１

点、効果として挙げられるかと思います。 

 また、あわせまして、住民ぐるみで協力して守っていこうという意識といい

ますか、そういったものが醸成されるということも１つ効果として出てくるか

と思います。１人では、意欲の減退とか、諦めとか、そういった形にもなって

しまうわけですけれども、住民みんなでやっていくことによって、前向きにや

っていくことができるという、そういう雰囲気づくりを、この事業でやってい

きながら、県としても積極的にてこ入れしていきたいというふうに考えていま

す。 

 

棚本委員  今、課長の説明の中で、確かに私ども、耕作放棄地に近いところを懸命に放

棄地にしないために、結構、高齢の方が手を出していっても、その先から鳥獣

害に遭うと、やっぱり、１人ではくじけるんですね。大勢の仲間がいて、一緒

に何とかこの地域を守っていこうじゃないかという連携の中で、農の部分でも

あるし、地域が、限界集落に近いこの地域を守っていこうという、こういう意

識の醸成も行われるという、大きな効果があります。 

 そういう意味で、集落診断によって、改めてそういう意識を啓発したり、あ

るいは、もちろん農も本来の効果があらわれること、これは目からうろこで、

やはり今、改めて、この集落診断をするんだということは大事なことだと思い

ます。 

 集落診断、簡単なことではないと冒頭申し上げましたが、集落診断の結果は、

確かに単体の集落にも生きるわけですが、これらデータを、そんなに高度なも

のでなくも、データベース化することによって、いろいろな地域や、多くの１

つの固まりの中での鳥獣害の動きもわかると思いますが、これらについては、

どうお考えになりますか。集落診断の結果をどう生かすかというのは。 
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樋川農業技術課長 こういった形で集落診断をそれぞれやっていきますと、地域ごとにどうい

う問題があるか、どういうやり方をやったらいいか。また、それをやった結果

どうなったかというデータが蓄積されてくるというのは委員御指摘のとおり

です。それらのものを、県がデータベース化する、あるいは地図に落とすなど、

いろいろな形で広域的に活用できるような仕組みをつくって、その地域だけじ

ゃなくて全体に広げ、有効に活用していくということは、この集落診断の手法

の中でやっていきたいと考えております。 

 

棚本委員  ぜひ、その点もお願いいたします。１人だとくじけるという話が出ましたが、

市町村だけでもくじけるんです。いろいろな地域ごとに連携がとれれば、そう

いうときに、近隣も同じ苦労を背負っているとか、あるいは同じ対策、共通し

た課題を一緒に背負っていけるという、こういうものがあれば、ちょっときれ

いごとの発言かもしれませんけど、本当にくじけずにすむと。これ、かなり息

長くやっていかないと一朝一夕、特効薬というのは、私ども１８年前を思い出

してみても、ないわけでありますから、本当に息長く、そういう意味で、民間

が頑張っても、やはり行政がある程度指導していただかないとくじけていきま

す。この集落診断、期待しておりますので、よろしくお願いいたします。 

 また、集落診断と並行して、やはりマル新、鳥獣害対策指導体制整備事業費

が盛られております。これ、少し読みますと、集落リーダーとか技術指導員に

対する研修会等々うたってありますけど、まず、この専門員というか、技術指

導員という方は、どういう措置をされておられるのか。 

 １問１答が原則ですが、あわせて。専門員とか技術指導員もですけど、やっ

ぱり対策の一線での担いは農家の方だと思うんです。こういう方に対する技術

普及とか、あるいは知識の普及というのはどう考えるのか、お聞きをいたしま

す。 

 

樋川農業技術課長 今回、新たに専門員ということで県が、この鳥獣害対策について豊富な専

門知識を有している、また最新の対策情報を持っているというような方を委嘱

しまして、その指導体制を強化していきたいということを考えておりまして、

例えば県内に鳥獣害対策の専門集団として活動しているＮＰＯ集団の方々が

おりますので、そういった職員の方ですとか、あるいは捕獲技術の専門家で、

環境省のコーディネーターとしても認定されている方がおりますので、そうい

った方を候補として、専門員という形で委嘱をしたいと考えています。 

 それから、技術指導員というのは、実は農協とか市町村、それから県の出先

の職員に鳥獣害対策についての知識とか技術、そういった研修を行い、地域に

対する指導助言ができる体制を既につくっています。そういった方々の資質向

上も、この事業の中でやっていきたいということです。 

 最後に、農家の方にも具体的に知識をふやしていくようなことも必要じゃな

いかという御指摘ですけれども、そのために、今回この事業の中で集落リーダ

ーの育成ということで、集落の中心となって対策を講じていっていただくよう

な方に対しての研修。具体的には知識とか、あるいは具体的な捕獲の技術です

とか、そういったものの研修を行い、集落リーダーとして育成するということ

も、この事業の中でやっていきたいと考えています。 

 

棚本委員  わかりました。今、専門員として委嘱される想定の方をお聞きして、確かに、

とかく別な分野ですと、専門員というと知識だけの方が集まるという偏る傾向

もあるという指摘を私も前から知っておりますが、この分野に関しての専門員
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に関しては、確かに本当に専門に精通していないと、まるきり精通していない

方が委嘱されたとしても、やっぱり難しい分野かなと思いますので、そういう

意味で、ＮＰＯを初め、今、課長が答弁された想定は、私自身は、そういう想

定でよろしいんじゃないかと思います。 

 あわせて、集落リーダーを養成していくんだという、これも同時に大事な問

題だと思います。どちらか片方だけですと、どうしても、うまく回らないよう

な気がしておりますから、この予算書の説明を見て、先ほど聞いて、両方、う

まくかみ合えば大きな効果が発揮できるのかなと、純粋に、率直に、こんな期

待もしておりますので、この辺も、ぜひ行政としても設定して、後の流れも注

視していただきながら、効果的な事業が推進されるよう願います。 

 最後に、私ども、今までの既存の鳥獣害防止対策の事業の流れも見てまいり

ました。そして今回、議会の提案も受けてということで、力強くマル新もさま

ざま組まれておりますが、やはり、今までのものも、せっかくやってきたこと

ですから、マル新とあわせてやっていくことによって大きな事業効果が発揮で

きますし、今まで血税を使った事業というものが無駄にならないためにも、両

方を組み合わせていく必要があると思います。マル新だけ先行して前のものが

切り捨てられてもという懸念もありますが、この考えについて伺いたいと思い

ます。 

 

樋川農業技術課長 委員御指摘のとおり、今回の事業、集落診断を中心に被害防止活動を積極

的にやっていこうという集落に対して、こういったことを促進させていきたい

ということですけれども、既存の防止さくの整備ですとか、おりやわなの導入、

そういった事業とリンクをさせてやっていくことによって、より効果が高くで

きるというように考えています。こうしたことから本事業、この集落につきま

しては県としても集中的にいろいろな施策を導入していきたいと考えており

ます。 

 

（農地利用集積円滑化促進事業費について） 

齋藤委員  農の４ページの農地集積のことをちょっとお尋ねしたいのですが、専業農家

を育てるということは大事なことですが、なかなか農地を集積するということ

は難しいことでありまして、特に農業を放棄しようという人が自分の隣にあれ

ば、もちろん集積しやすいわけですが、耕作放棄地というようなものは、自分

の耕作しているというところと遠隔にあると、なかなか集積が難しいというよ

うなことが言われております。 

 ここにあります農地の調整員、市町村の事業だと思うんですが、これはどう

いう人が集積調整の仕事を、どんな形でしているのか伺います。 

 

小幡農村振興課長 委員御指摘のとおり、農地の利用集積は非常に大切なことだと思います。

それで、農地集積円滑化団体というのを全県下につくったわけですが、農地の

調整員というのは、具体的な事務等々をやっていく職員を円滑化団体等の中へ

配置しまして、県から事務費、人件費等々の補助をしているということです。 

 それからもう一つ、前にもちょっと御紹介したんですが、農地集積の推進員

という方を、現在、県下に６１７名配置しまして、この方々は、地元の農業委

員さんのＯＢの方とか、あるいは農協のＯＢの方とか、あるいは篤農家の方々

という方にお願いいたしまして、この方々が、市町村やＪＡに設置された円滑

化団体の方へ情報をつなげましてマッチングをする。そして、その後、具体的

な事務処理ですね。もろもろの基盤強化のための基金の事務手続等々を、この

調整員がやるということで、今お願いしているのはＪＡのＯＢの方とか、ある
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いは県のＯＢの方とか、そういった方を円滑化団体へ配置しております。 

 

齋藤委員  そうすると調整員というのは、要するに事務職という解釈でいいわけですね。

六百十何人の推進員というのは、この事業の予算の中に、入っているんですか。 

 

小幡農村振興課長 調整員につきましては、先ほど委員がおっしゃるとおり、事務職員です。

それから、推進員につきましては、この方々には県からは具体的な手当等々は

出ておりません。純粋なボランティアでお願いしております。地域の篤農家の

方々とか、農協の旧理事さんだったり、あるいは理事さんだったりですね。要

するに、地域をまとめる、あるいは地域の情報が十分その方に集まってくるよ

うな方々にお願いしているという状態です。 

 

齋藤委員  そうすると、現在、市町村の事務を担当している職員がいますね。その人が

別な形で調整員として、独立した仕事をしていくという解釈でいいわけですか。

現在の市町村の職員と調整員の関係はどうなるのか。補助の出し方はどうなん

ですか。 

 

小幡農村振興課長 円滑化団体につきましてはＪＡもしくは市町村が円滑化団体になっておる

わけですが、基本的には、新たにこの農地集積によって生じた事務をするとい

うことですので、基本的には新たな人間ということを考えております。 

 

齋藤委員  わかりました。新たな人員を採用して当たっていくという解釈でいいわけで

すね。 

 それでは、次にこの集積のアドバイザーですね。アドバイザーというのは、

誰が、アドバイザー役を担っているということですか。 

 

小幡農村振興課長 このアドバイザーの役割というのは、県下の円滑化団体に配置するところ

の調整員等、あるいは、調整員がいないところにつきましては市町村の職員な

どもいるわけです。これらの方々に、例えばもろもろの農地集積の具体的なノ

ウハウ、事務手続等々を教える役目となります。これは現在、山梨県農業振興

公社に１名配置いたしまして、アドバイザーとして県下の円滑化団体の指導や、

円滑化団体の調整員等との連絡調整、指導等を行っております。 

 

齋藤委員  そうすると、この４５７万５，０００円は、そのアドバイザーに要する賃金

という、解釈でいいわけでしょうか。 

 

小幡農村振興課長 はい。アドバイザーの賃金及びアドバイスするための事務費ということで

す。 

 

齋藤委員  わかりました。県下を調整したり、指導していくので、１人のアドバイザー

で果たしてどれだけの任務が果たせるかということは甚だ、僕ら見て、ちょっ

と形だけのような気がするわけですが、これは積極的にやっていかなければ、

農地を集積するということは大変なことだというふうに思うわけですよ。そう

いう情報を収集するところから始まらなければならないことですから、頑張っ

てやってもらいたいというふうに思います。 

 

（農地集積協力金交付事業費について） 

 それから、集積の交付金関係がありますね。これは貸し手に交付するものだ
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と解釈しているわけですが、例えば１０アール当たり均一で、幾ら貸し付けた

人には貸付金、奨励金を差し上げますよという形となっていますか。 

 

小幡農村振興課長 農の４の農地集積協力交付金というふうに捉えましたけれども、この交付

金につきましては、農業をやっていたんだけども高齢によって、もう農業をリ

タイアするような場合に、５反歩の農地があったんだけども、そのうち１反ぐ

らいは自分用の野菜畑として残して、残り４反を人・農地プランに位置づけら

れた担い手の方へ、農地を貸した場合、貸した面積により３０万円から７０万

円の交付金が、お貸しになる農家さんに出ます。 

 

齋藤委員  そこのリタイアする人の農地ですから、当然、もう農業をしないということ

になるわけですが、そうすると、その借りる人との権利関係は、どういう形で

結ぶわけですか。 

 

小幡農村振興課長 我々が想定しているのは、先ほどから申し上げております農地集積利用円

滑化団体が利用権等々を設定しているというふうに考えております。公的な機

関、円滑化団体が間に入って円滑に貸借あるいは売買等々を進めると。 

 

齋藤委員  そうすると、円滑化団体への費用というのは、その個人の人が支払うのか。

要するに設定する経費がかかりますよね。それは、やっぱり農地を借り入れる

人が全て負担し、それに対して、補助をしていくという考え方でいいわけです

か。 

 

小幡農村振興課長 利用権設定をするためにかかる費用ということでございましょうか。 

 

齋藤委員  そうです。 

 

小幡農村振興課長 基本的には、円滑化団体の事務手続等々はかなり代行していく格好になり

ます。ただ、最低限かかる費用等々はあります。本来であれば借り手側が負担

という話になろうかと思うんですけれども、大方の事務にかかる手続は、円滑

化団体の、先ほど申しました調整員がお手伝いいたしますので、自分でやるよ

りははるかに、従来の方法よりははるかにリーズナブルに、円滑に話が進むと

思っております。 

 

齋藤委員  それから、この下に分散錯圃解消協力交付金がありますね。これはどういう

形の補助金ですか。内容を教えてください。 

 

小幡農村振興課長 この分散錯圃というのは、要するに担い手が面積を集積する場合に、分散

してある農地を有効に使うということで、先ほどの農地の経営転換の協力金は、

リタイアしなければならない。要するに、農業をやめて、あらかたの農地を担

い手に貸すなどしなければなりませんが、担い手の近くにある土地について、

例えば１反ぐらいであっても、面積が少なくても、自分はまだ農業をしている

んだけども、担い手さんの近くにある畑を担い手さんに使ってもらうというよ

うなときにつきましては、これは金額としては少なく５,０００円になります

けれども、貸し手側に交付するという制度です。 

 

齋藤委員  その５,０００円というのは、１回限りという解釈でいいわけですか。 
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小幡農村振興課長 そうです。１反歩当たり１回５,０００円ということです。 

 

（やまなし農業ルネサンス総合支援事業費について） 

齋藤委員  次に、山梨の農業ルネサンスの関係をお聞きしたいわけですが、担い手が育

つ高収益な農業を進めていくための費用だと思うわけですが、この事業の推進

方法というか、どういう形で進めていくのか内容を教えてください。 

 

小幡農村振興課長 これは県単事業になりますけれども、まず県なり市町村から各農業者の皆

さん方に事業制度、これは周知されているはずですが、周知いたして、前年度

に、私のところじゃこんなことをやりたいんだよという意思を各市町村へ上げ

ていただく格好になろうかと思います。市町村では各農務事務所へ、その計画

等、意向をつなげていただきまして、それを基本的には予算化して事業実施を

していくということになります。 

 

齋藤委員  その事業実施していくものに対して、この補助金というものを交付していく

という考え方でいいわけですか。 

 

小幡農村振興課長 そうです。計画書を出していただきまして、その計画が地域の振興に役立

つと認められることであれば、その事業に対して補助金を出してまいります。 

 

齋藤委員  この３,２００万円というのは、何かの実績に基づいた予算なんですか。 

 

小幡農村振興課長 現在盛ってあります３,２００万円というのは、来年度事業に対して、本年

度、各町村から聞き取り等をする中で、予算の枠もありますけれども、この中

から最大限の事業を拾い上げるということで、事業費を計上しています。 

 

齋藤委員  市町村の情報を収集して、それに基づいて、３,２００万円という予算を計

上したということですね。そうすると、市町村の要望ということであれば十分

活用できるものだというふうに思いますが、担い手をしっかり確保していくと

いうことは大事なことですので、こういう事業をしっかり活用しながら育成に

努めていただきたいというふうに思います。 

 

（やまなし有機の郷づくり推進事業費について） 

 次に、有機農業の関係でちょっとお尋ねしたいわけであります。 

  農の３２ページ。やまなし有機の郷づくり推進事業になりますが、この有機

の郷というのは、山梨県全体を指しているのか、ある一定の地域を絞って指し

ているのか。その辺をまずお聞きしたいと思います。 

 

樋川農業技術課長 山梨県全体を有機の郷というように言っていきたいと考えています。 

 

齋藤委員  山梨県全体を有機の郷として位置づけるためには、現在、じゃあ、ここに６

６７万２,０００円の予算が盛ってありますが、山梨県全体の現在の農業で、

どれだけ有機農業として取り組んでいるのか。そのパーセントと、全体の戸数

をお聞かせ願いたいと思います。 

 

樋川農業技術課長 現在、県全体で１００戸程度でして、パーセントにすれば０.何％というよ

うな位置づけになるかと思いますけれども、将来性等も考えながら有機の郷づ

くりを進めていきたいと考えています。 
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齋藤委員  県下で１００戸で、それを果たして有機の郷といって消費者に向けて発信で

きるかということなんですよ。山梨県全体を有機の郷というからには、山梨県

全体の農業が、少なくとも５０％以上は有機づくりで農作物をつくっています

よということでなければ。果たして０.何％で有機の郷という表現が使えるの

かどうかということを、私は甚だ疑問に思っているんですよ。 

 では、６６７万２,０００円という予算を、どういう形で使っていくのか。

その１００戸だけの農家のＰＲをするために使うのか。それとも、もっと、山

梨県全体の有機農業を推進するために使っていくのか。その辺を、ちょっとお

聞かせ願いたい。 

 

樋川農業技術課長 有機の郷づくりということですが、将来の山梨県を考えますと、高品質と

いうことに加えまして、やっぱり環境に優しいというイメージをつくりながら

農業の方向性を出していくことは非常に重要だと考える中で、この有機の郷を

進めていきたいということですので、現状、まだまだ少ないということですが、

特に北杜市方面で、新規就農者の約２割ぐらいは、こういった方向も目指して

いるという状況もありますので、そういった動きを先取りしながら、こういっ

た有機の郷づくりを進めていきたいというふうに考えております。 

 

齋藤委員  そうすると、一応限られた人の育成という解釈ですね。農業というのは全て

土づくりから始まるということが言われていますが、今、やっぱり兼業農家も

ふえて、なかなか堆肥を使って農作物をつくるということが非常に難しい時代

を迎えておるんですよ。以前は土づくりのために堆肥場の補助制度もありまし

た。堆肥をつくって、できるだけ土づくりに専念しようということをしたわけ

です。しかし、一部の人たちだけに推進でなくて、やっぱり山梨県農業という

ものを全体に有機でうまい果物をつくるとか、有機栽培で良質の蔬菜栽培をす

るとか、そういうことをしっかり、推進していかなければ、私は、もし消費者

に向けて山梨県全体が有機の郷だなんていったときに、消費者が来て、０.何％、

１００軒しかつくっていないということになると、かえって私は、山梨県の農

産物の信頼性を落としてしまうというふうに思うんです。その考えについては

どうですか。 

 

樋川農業技術課長 有機の郷づくりということですけれども、先ほどちょっとお話ししました

有機農業ということに加えまして、やはり環境保全型農業。要するに環境に優

しい農業と言われている部分につきましても、あわせて考えていきたいと。そ

ういう意味では、もう少し広がりを持った考え方になるかと思いますけれども、

そういった環境に優しい農業を進めていく山梨県というイメージをつくって

いくということは、今後将来に向けては非常に重要なことと考えておりますの

で、こういった方向を少しでも広げていくように、先ほど委員御指摘のあった

ように、土づくりを初めとして技術的な対応というのは非常に重要ですので、

こういった対応につきましては、予算とか、マンパワーも含めまして、対応し

ていきたいと考えています。 

 

齋藤委員  とにかく、そうするのであれば、６７０万円ばかりの予算でなくて、もっと

しっかり予算つけて、山梨県全体が、先ほどの有機の郷と、思い切って消費者

に向かって情報発信できるために、来年度から、どうでしょう。この１０倍ぐ

らいの予算をつけて本格的に頑張るという気持ちはないですか。 
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樋川農業技術課長 委員の御指摘、確かに力強いお言葉をいただきましたけれども、ここに掲

げている予算以外にも、有機の関係の試験研究ですとか、いろいろな形で県と

しても積極的に有機の郷づくり、有機農業、それから環境保全型農業につきま

して進めていきたいというふうに考えています。 

 

齋藤委員  有機の販売もありますが、本当に有機栽培でつくった農産物ということにな

れば、消費者はわかっていますから、宣伝なんかしなくたって売れるんですよ、

実際。こういうやり方よりか、むしろ、もっとマスコミを利用して、例えばテ

レビのコマーシャルでも使って、消費者にどーんとＰＲしていけば。こそくな

販売方法なんかとったって、消費者にはあまりぴんとこない。どうですか、そ

の辺の考え方は。 

 

樋川農業技術課長 有機農業を進めるについて、やっぱり技術と販路というのは非常に重要だ

と考えています。技術は当然進めていくということですが、販路につきまして

も、現状なかなかミスマッチといいますか、簡単には売れていかない部分もあ

りますので、その辺も、力を入れていかないと、有機農業を進める環境づくり

という点では片手落ちになってしまうと思いますので、販路についても、力を

入れてやっていきたいと思います。 

 

齋藤委員  むしろ、本当に有機でつくっている農産物だということになると、逆に消費

者を栽培している農家のほうに連れてくると。そして、実際、目で見て、本当

に有機栽培でつくっているということを消費者にわかってもらうことのほう

が私は大事なことのような気がするんですよ。そういう考え方はないですか。 

 

樋川農業技術課長 この３２ページのところにやまなし有機の郷フェア開催事業というのがあ

りまして、これは県内の量販店に有機の専門コーナーを設置してＰＲしていく

こととあわせまして、２４年度にも実施をしていますけれども、いちやまマー

トさんで専門コーナーをつくっていただき、そちらでオーガニックツアーとい

うのをやっていただいています。これは消費者を募りまして、北杜市の農家の

ほうへ実際に行っていただいて、料理したものを食べていただくというような

ことも、やっぱりやっていかないといけないなということで、それはその事業

の中で実施しています。 

 

齋藤委員  そうすると、０.２％ぐらいですから、ほとんどは県内の消費者対象として

考えているという解釈でいいわけですか。 

 

樋川農業技術課長 県内消費者だけじゃなくて、当然、首都圏の消費者もターゲットといいま

すか、そういった形で考えていますし、今回、有機の郷フェアの事業の中でも

首都圏ですね、量販店の中に有機農産物の専門のコーナーを２５年度には設置

をしていきたいというように考えております。 

 

齋藤委員  首都圏までＰＲしていくということになると、私は、やっぱり供給が間に合

わないと思うんですよ、０.２％ぐらいの生産量だと。だから、もっと本格的

に取り組んでいくという姿勢を持ってやっていかなければ、山梨県の農業なん

てやがて枯れてしまいますよ。私はそう思っている。 

 だから、さっき申し上げましたように、もっと思い切って予算をつけて、し

っかりＰＲしたり、しっかり生産者が安心して耕作すれば、やっぱり売ってく

れるという、そういう道も、僕は開拓してもらいたいと思っているんですよ。
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そういう意味で、どうですか。決意のほど、ちょっと一度聞かせてください。 

 

樋川農業技術課長 知事も、この有機の郷づくりにつきましては非常に力を入れてやっていき

たいというようにおっしゃっておりますし、予算の金額云々は別といたしまし

て、県としても総力で有機農業、それから環境保全型農業につきましては支援

をしていく、一緒になってやっていきたいと考えています。 

 

齋藤委員  とにかく知事が、有機の郷づくりということを公言しているからには、知事

の顔を潰さないように、ひとつ、しっかりやってもらいたいということを申し

上げまして終わります。 

 

樋川農業技術課長 委員のきょう御指摘の内容につきまして、また検討いたしまして、さまざ

まな形で具体化していきたいと考えています。 

 

（休  憩） 

 

（担い手育成確保対策費について） 

前島委員  私どもメンバー最後の委員会でございますので、山梨の農業の現状と感じて

いることを含めて、所管課の課長さん、室長さんにちょっと、午前中の質疑に

も関係しますけれど、お尋ねをしたいと思います。 

 私どもが見る山梨の農業の課題としては、３つの大きな課題があると。その

ことについて行政も同じ焦点で、予算的にはかなり具体的に取り組んでいらっ

しゃる状況にありますけれど、その中で、まず、この農業の担い手の育成・確

保対策というのが本県の大変な課題だというふうに思っております。 

 今、私たちの集落を見ても、御承知のように現役の農家の主役は７０前後の

方々がほとんど主役となっていまして、さては１０年後はどうなるだろうかと

いう心配をしていたものが今は、５年後はどうなっていくだろうか、この集落

の農業はと、いわゆる担い手問題が深刻になっている状況かと思います。 

 そのことについて今、県としても農業技術課関係を初めとして、担い手対策

室の皆さんや農村整備課での取り組みで、それぞれ項目を挙げて総合的に取り

組んでいるんだけれど、その担い手の状況について、特に私ども異業種からの

若手の力を大変入れている、そういう新規就農担い手の活路対策など幅広くや

っているんだけれども、問題は、いわゆる農家の子弟、現在の農家群の子弟を

どう農業に就農させるかの道筋と、担い手を２世代に連ねる対策をどう講ずる

かという農家群の現状の後継者づくりというのが大きな課題ではないかなと

いうふうに思っているんですが、その面を含めて、担い手育成・確保対策の観

点から、まず担当室長さんにお伺いをさせていただきたいと思っています。 

 

（休  憩） 

 

前島委員  このページでお話をしますと、３９ページ。担い手対策室の関連になります

ね。この農業者の担い手関係の状況についてお尋ねをさせていただいていると

ころですが、よろしくお願いしたいと思います。 

 

相川担い手対策室長 新規就農者の関係で、特に農家子弟の対策をどういうふうにするかとい

うような御質問ですけれども、農家子弟につきましては、近年の状況でいきま

すと、ここ５年ぐらいの間、Ｕターンの方々が増加しています。要するに、農

家の子弟の方々が３０歳から４０歳ぐらいになったときに、結婚して子供がで
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きて、将来のことを考えると、退職しても勤められる農業に魅力を感じて帰っ

てくる方が多いです。 

 そういう方々が最近多くなっていますので、県の就農定着支援制度の中に、

アグリマスターのところで研修できる制度があるんですけれども、農家子弟と

いっても、若いころは親の言うがままに手伝っていたということで、要するに

技術的には低いということで、親の後を継いでもすぐに親がつくっていたよう

な高品質な果樹をつくれない。そのため、就農定着支援制度で高い技術を持っ

て人を教えることもすごく熱心なアグリマスターのもとに通って、技術を習得

していただいて、自分のうちの農業に継いでもらうということをやっており、

今までは２５人を対象としてやったんですけれども、来年は３５名を対象にし

てやる予定です。 

 

前島委員  ４０ページにもありますけれども、農業の新規就農者への支援制度というこ

との中で、これももちろん私は大切なことだと思うんですけれども、この農家

の今の長男さんや子供たちが農業に現況、就農していない実態が非常に農村の

中に大きな課題になっているわけですね。こういう農家の長男、農家の跡取り

となる、うちを継ぐこのメンバーに、どのような農業への就農の、いわゆる取

り組みを啓発、啓蒙するかということが大きな行政の課題のように私ども思っ

て見ているんですよ。 

 今、自分のうちの畑も知らない、田んぼもうまく知らないと。全くおやじ任

せの状況の中で、お父さんとすれば、なかなか息子がいつ農業に入ってくれる

のかということも見通しがつかない。ただ農地については先祖伝来の土地を大

事に守っていかなくてはならないという保守的な気持ちも含めて、非常に農業

の現状は、なかなか新しい展開に向かって、規模拡大とか、あるいは、いろい

ろな地域農業を推し進めていく若い力、若い血が、なかなか今、本県の農村地

帯で非常に衰弱してきているという状況なんですね。まず、ここにどう刺激す

る方法をとるかということ、地域就労問題とあわせて、もっと優先的に取り組

んでいかなくてはならない課題ではないのかと、こういう実感を、農村地域に

生きる１人の立場として、いつも痛烈に感じているんですけれども、そういう

点で、その認識等、今後のそういう農家の子弟をどう就農に参画させ、次世代

育成をやるかということについて、もう一度ちょっと伺いたいと思ってます。 

 

相川担い手対策室長 先ほどの就農定着支援制度を平成２２年からやっているんですけれども、

平成２０年ごろから積極的に県で担い手対策に取り組んだ結果、若手の方もふ

えておりまして、ここ３年では自営就農された方の４４％か４５％は４０歳以

下の方々です。その中には当然、農家子弟以外からの人もおられるんですけれ

ども、山梨県内の農家の方々に、こういう制度があるということを市町村、そ

れから農協等を通して説明しておりますし、最近はテレビ等でよく取り上げて

いただきまして、山梨県オリジナルのアグリマスターのもとで研修できる就農

定着支援制度を平成２２年からずっと追っていただきまして、県内の放送局で、

この前３０分のテレビ番組を組んでいただくなど、そういう形で、県でも積極

的に取材関係には応じて、この成果をできるだけ県民の方々に見ていただく、

農家の方々に見ていただくということでやっております。 

 昨年度から若い方々、４５歳未満の方々を、農業に参入する意欲のある方々、

それから参入して間もなくて、まだ経営が徐々に確立されていない方々につき

ましては、農の４０ページにありますけれども、青年就農給付金事業で、約２

００名ぐらいの方を対象に来年度は事業拡大してやっていくということで、委

員おっしゃるとおり、若い方々、それから農家の子弟の方々に、できるだけ農



平成２５年２月定例会農政産業観光委員会会議録（当初①） 

- 16 - 

業についていただけるような取り組みを進めております。 

 

（地域農政推進対策費について） 

前島委員  次に、農村振興課にかかわって、振興課長を中心にお伺いをしたいと思って

おりますが、農の４ページに関連して、担い手問題が大きな１つの農村にとっ

っての課題ですが、２番目に重要なのは、言うまでもなく、この本県の農業の

実態というのは、全国平均から見て非常に狭隘な農地でやっている状況なんで

すね。昔から５０アール、６０アールというような農家群が非常に多いわけで

すから、これを新しい時代に発展させていくためには、農地を、専業農家群に

集積させる取り組み。午前中は齋藤委員がその点について触れましたけれど、

それについては、ある程度目標設定を市町村と、年次計画を立てて、その集積

に向かって、遊休農地だとか、あるいは農業のできない農家等々を調査、検討

して、組織的な集積の活動をしていかないと、なかなか、この実績というのを

上げていくことが非常に難しいのではないかという感じを持っているわけで

すね。 

 そういう点について、市町村や農業委員会、あるいはＪＡや、団体、地域を

網羅した、そういう組織化を全県的に呼びかけて興していって、速やかな情報

調査を通じて、そして農家群に働きかけたり、いわゆる専業農家群に、そうし

た情報を提供しながら、仲介の音頭をとっていくような取り組みが非常に求め

られているような感じがするんですね。 

 その辺について農村振興課長にお話をお聞きしたい。 

 

小幡農村振興課長 まず委員御指摘の農地の集積の目標値ということですけれども、中核的農

家、担い手に対して、平成２６年度において農地の３０％を集積するという目

標を立てまして、現在それに努めているところです。従来から農地集積につき

ましては、地域の皆様方、あるいは農協、市町村等々と手を組みまして進めて

きたところです。 

 先ほど午前中、齋藤委員にも御説明申し上げたんですが、農の４ページ、２

つ目の丸、農地集積協力金交付事業というのがあるわけですが、さらに山梨県

における担い手へ農地集積を加速させるためということで、従来、この交付金

は、土地利用型の農業、つまり田んぼ等々の集積に対して交付されるものでし

た。 

 山梨県は、御承知のとおり、畑作とか果物がメーンの作付でございまして、

本年度までは果物等々の集積については、この交付金はいただけなかったわけ

です。それで、知事を初め農政部長等が国に働きかける中で、平成２５年度よ

り、果物及び普通作の畑においても、この制度が使えるように国で制度を拡充

いたしました。 

 ということで、１つには、こういうパワーアップした交付金制度を利用しつ

つ、先ほども申し上げましたけれども、県下に設置した円滑化団体及びその下

に配置された調整員及び農地集積の推進員と連携をとりながら、農業の担い手

に農地を集積して、経営規模を拡大し、収益の高い農業を目指していきたいと

考えております。 

 

前島委員  ぜひ、この農地の集積ということについて、やっぱり何といっても省力化、

機械化をしない限りは、農地をある程度、農家の方々が専業のパートナーを持

って、そして若い人たちが活力をつくっていくという、そういう環境をつくっ

ていかないと、なかなか山梨の農業を新しい時代になって活動していくという

ことは非常に難しいような気がするんですね。そういう点も、ぜひ、ひとつ取
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り組んでもらいたいと思います。 

 

（土地改良費について） 

 次に、耕地課の関係になりますけれど、いわゆる農地の整理ということにつ

いて、土地改良だとか、いろいろなものを組み入れまして、４４ページ以降で

すけれども、総合的にいろいろな事業を展開しておりますが、この農村の農地

の基盤整備という問題が今、本県にとって３つ目の重要な課題ではないかとい

うふうに思っているんですね。 

 現在、水田などについてはある程度、本県の場合も、早い圃場整備が進んで

おりまして、それなりの、いわゆる米づくり地帯は整備をされておりますが、

問題は中山間地域の多い本県の峡東なんかを中心とした果樹地帯。御承知のよ

うに、早い時期に、整備をしないうちに、昔のままで、もう果樹に転換をして

しまったというところなどが、やはり基盤整備という点で農地整備が大変おく

れていると。そのことがいろいろ大きな課題になっているわけでありますが、

耕地課長として、きのう議決をいたしました国の緊急経済対策の、、１５カ月

分の公共事業を含めた農林水産費の中での基盤整備、公共事業がかなり盛り込

まれていると思われますので、それらについての計画を含めて、本県の今の畑

作地帯の整備状況、そういうことについての現状と課題について、ちょっと伺

いたいと思います。 

 

山本耕地課長  前島委員の御質問は、農の４４ページからの土地改良費全般に絡むお話かと

思います。その中で、畑地帯における基盤整備の状況ということすが、基本的

に水田の圃場整備事業は、先ほど委員がおっしゃったように昭和５３年から実

施をしていて、畑地帯におきましては、やはり上物等があるということで整備

がおくれております。ここについては農業ルネサンス大綱の中にも掲げており

ますが、果樹園の再生整備を進めていくということで、将来的には平成２６年

までに４３.１％まで持っていくんだというような形の中で進めておりまして、

現在、手元に数字がありませんが、２０％強の整備が進んでおり、今後も果樹

園の再生整備は進めていかなければならないと考えております。 

 いずれにしても、基盤整備については農業の土台をなすものだと考えており

ます。本県農業が引き続き競争力をもって発展していくためには、やはり担い

手の農地集積であるとか、農作業の省力化を可能にする果樹園の再生整備、こ

れは必須であると考えておりますし、それに絡む鳥獣害対策、あるいは耕作放

棄地の有効活用、それから最近の防災、減災も含めて積極的に取り組んでいく

必要があると考えておりまして、今後も農業の根幹を支える土地改良事業につ

いては１５カ月予算、先ほど提出された補正予算と今回お願いしてあります２

５年度の予算を含めて迅速かつ積極的に取り組んでまいりたいと考えており

ます。 

 それで、先ほど私は数字を申し上げられませんでしたけれども、果樹園の整

備は、平成２６年までに３７.７％という目標です。先ほど４３％と言いまし

たが、３７.７％の目標値で、現在、平成２４年度までは３１.６％ということ

で、まだポイント的に６ポイント程度、目標が達せられておりませんので、引

き続き、この予算を活用しながら積極的に進めてまいりたいと考えております。 

 

前島委員  今のまだ４０％に至っていない畑地帯の土地改良や基盤整備の問題につい

て、農政部として今度の緊急経済対策を含めて、ぜひ前進をしていただきたい

と思っているんですね。 

 御承知のように、峡東地区を見て、荒れているところは、通称、飛行機畑と
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いう、もう入るところがない畑ですね。本当に昔の背負子だとか、あるいは一

輪車で入る、いわゆる馬入れがない。そういう畑がたくさん、まだ実在をして

いる状況なんですね。こういう状況のところが結局、荒廃地に加速させている

という状況があるわけですね。 

 そういうふうなことを含めて、ぜひ、この農地の基盤整備、圃場整備の面で、

一段と頑張ってもらいたいというふうに思っておりますが、その点について再

度お願いをしたいと思っています。 

 

山本耕地課長  先ほども決意というか、考え方を述べさせていただきましたけれども、やは

り何といっても山梨県の農業は果樹中心ということで、果樹園の再生なくして

山梨の農業の再生はないと考えております。やはり果樹園の再生整備を主眼と

して、圃場整備を中心とした土地改良事業を積極的に取り組んでいきたいと考

えております。以上でございます。 

 

前島委員  ぜひ、私が今申し上げました３つの課題ですね。次世代を担う農作業を中心

とした担い手の育成をどう進めるか、そして狭い農地を、専業農家群にいかに

農地を集積をしていくか。３つ目は、そのためには、いわゆる圃場整備や土地

基盤整備をどのように成功させていくか。これが山梨の農業の私は決め手だと。

皆さんの取り組んでいく方向も決して間違ってはいないし、そういう方向に向

かって県政の焦点があることもよく承知をしておりますが、ただ、なかなか、

その成果を上げていくという点で見えない部分があるし、遅々として進まない

部分を頑張っていただきたいと思っています。 

 御承知のように、安倍内閣になりまして、そういう点で農業の活性化、環太

平洋経済連携協定の交渉参加が政治日程に入っていく中で、税を初めとして、

農業者にとって深刻な、いわゆる受けとめ方をされている。もちろん総理は米

や、あるいは牛肉などの例外品目という交渉を軸にして、自由貿易と保護政策

を両立したいと、こういう考え方で環太平洋経済連携協定に臨むと言っており

ますけれども、しかし、この、いわゆるＴＰＰの流れというのは、既に１１カ

国が取り組んでいる流れは、聖域なき関税撤廃だということでありますから、

これはある程度の例外の期間を認めることもあるかもしれないけれども、中長

期的に見て、完全な聖域なき撤廃の方向に向かうというふうに、非常に農業団

体の皆さんは危機感を抱いているわけです。 

 そういう意味からも、今の３つの問題が本県農業の大きな宿題と課題、そし

て喫緊のテーマになっているという点を含めて、ぜひ果敢な農業振興対策を総

合的に進めてもらいたいということを申し上げさせていただいて、私の質問を

終わらせていただきます。ありがとうございました。 

 

山本耕地課長  前島委員がおっしゃる担い手の確保、それから農地の集積、それから基盤整

備、どれが欠けても、農業は発展していくことはできないということから、各

課連携する中で、担い手の確保、農地集積、基盤整備の促進、これを真剣に、

また積極的に進めていきたいと考えております。 

 

（耕作放棄地景観保全緊急整備事業費について） 

樋口委員   きのう、たしか予算特別委員会の総括説明で部長が、定住人口の確保にも

寄与するというような、大変心強い言葉がありましたので、非常に力強く受け

とめたんですけれども、既にきょうの委員会でも緊急雇用という立場の中で就

農者、定期的な雇用につなげていくんだというような意見交換もあったわけで

す。きのうの部長の話は協力隊の推進事業とか、就農の総合的な支援事業の説
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明の中にあったと思いますが、聞き違いかもしれませんけれども、農村振興課

長が、耕作放棄地の景観保全で延べ９５０人という言い方を。そのほかのとこ

ろでは、例えば６次産業のほうは１,２６０万円で３名とか、参入企業、新部

門チャレンジ事業には２０名とかというような話がありました。延べという言

葉がありましたけれども、実際のところ、初めの課長の御説明の中では、そう

いった単位に直すと、どのぐらいになるんでしょうか。 

 

小幡農村振興課長 作業員数でいきますと、２８人。２８人で、新規の分で１９人。以上です。 

 

樋口委員  どういう掛け算で、延べ９５０。 

 

小幡農村振興課長 ６７日。新規１９人が６７日という計算です。 

 

樋口委員  県の大きな課題の１つの定住人口の確保、あるいは人口減の歯どめというこ

とでありますけれども、これが、新規就農や農業に従事するという形の中で、

その中身に大きくかかわっていくのであれば非常に、農業振興という意味のほ

かにも、さらにいいなと思います。 

 そこで、もしわかればですけれども、橘田課長、農業ルネサンス大綱の中で、

３年ほど前から３桁の新規就農者を確保したとか、あるいは、さらに計画の目

標値を上回る新規就農者の獲得とか、あるいは今回またそういう緊急雇用、雇

用創出につながる事業が入っておりますから、農政部として、ルネサンス大綱

の中で農業関係の新規就農者の目標を何人、あるいは今回、緊急雇用から定期

的な雇用につなげる事業では農政部として何人ということが数であらわせま

すでしょうか。 

 

橘田農政総務課長 ただいまの御質問にお答えいたします。やまなし農業ルネサンス大綱の中

では、年間の新規就農者数を平成２６年度の目標値ということで２５０人とい

うふうに定めて、それに向けた取り組みをしているところです。 

 平成２３年度の新規就農者が２０７人ということで、目標に関しては８２％

強ということで、順調に進んでいるのかなというふうに考えています。 

 ２６年度の目標に向かいまして、今後もさらにさまざま取り組みを進めてい

きたいと、こんなふうに考えているところです。 

 あと、緊急雇用の人数につきましては、それぞれの事業をやりまして、２５

年度当初予算で新規雇用人数が５１名ということで緊急雇用をやっておりま

すので、その緊急雇用の皆さんが、緊急の雇用だけでなくて、午前中の御質問

にもありましたけれども、その雇用が終わった後も継続して就農する、職につ

くということの取り組みを県としても、さまざまな角度から支援をしながら進

めていきたいと、こんなふうに考えております。以上でございます。 

 

樋口委員  ぜひ取り組みの強化を新年度進めていただきたいと思いますし、昨年あたり

から、この新規就農者の目標、順調に目標年度には超過達成しそうだというこ

とでいただきましたけれども、県として知事が定住人口の確保なんてことを盛

んに言われていますから、例えば新規就農者の目標を上方修正するとか、そう

いったようなお考えはあるのでしょうか。 

 

橘田農政総務課長 目標につきましては、ルネサンス大綱を昨年度改定して、２６年度の目標

を定めていますので、現状としましては、２６年度の目標に向かいまして一生

懸命取り組みを進めていきたいと、こんなふうに考えております。以上でござ
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います。 

 

（やまなし農業６次産業化等チャレンジ推進事業費及び山梨の新農産物加工品

開発推進事業費について） 

樋口委員  期待しています。次に農の１０ですけれど、ほかと絡めて、３３ページと絡

めて、話をしたいんですけど、日本中どこでも農業の６次産業化という言葉が

聞こえていますけれども、３３ページに小泉先生へことしもお願いして進めて

いこうという事業がありますけれども、農産物加工品ということと６次産業化

というこの言葉を同じというふうに捉えてよろしいんですか。 

 

樋川農業技術課長 ３３ページの山梨の新農産物加工品開発推進事業ということで実施してい

ますけれども、これは６次産業化を進めていくためのリーディング事業という

位置づけで、加工品の開発を切り口に６次産業化を進めていこうということで

して、６次産業化につきましては、いろいろな手法があるかと思います。加工

にしても、販売にしても、農家が直接そういったものに携わっていって付加価

値を高めていくということですので、そういった総体的な位置づけの中で、こ

の事業は実施をしているということです。 

 

樋口委員  わかりました。１月、２月かな。議長や何名かの委員さんがいらっしゃった

んですけれども、山梨の逸品、「美味しい甲斐開発プロジェクト」の講演会と

いいますか、「農と食のコラボレーション講座」にお邪魔しまして、いろいろ

と小泉先生の講演を伺ったんですけれども、非常に順調に開発が進み商品化さ

れているということですけれども、その中で、この予算ももう３年ぐらいにな

ると思うんですね。 

 その中で、新年度予算の中に、小泉先生の発想とか、意見、サジェスチョン

とか何かが、やっぱり入って、それが今まで生かされていると思うんです。先

日伺った話の中に、発酵食品の基地となれということを盛んに言っていらっし

ゃった。そのことについては課長は、どういうふうに捉えていますか。 

 

樋川農業技術課長 もともと小泉先生は発酵のほうの日本の第一人者といいますか、専門家と

いうことで、小泉先生を中心とした「美味しい甲斐開発プロジェクト」は、昨

年からスタートさせていただきましたけれども、昨年は、山梨のメーンの果物

を中心として加工品をやっていこうというようなことでスタートしたわけで

す。今年度は先生の御提案もありまして、発酵食品についても、ちょっとやっ

てみたらどうかというようなお話がありまして、この部分につきましては「甲

州天空かぼちゃ」というのがあるんですけれども、そのカボチャを使った甘酒

ですとか、あるいは富士山野菜を本格的に発酵させたキムチなどを、今年度の

事業の中では実施をしまして、先日、２月１５日に、そのコラボレーション講

座で成果を発表させていただきました。 

 また、それ以外にも南部のお茶を発酵させて紅茶をつくるというようなこと

の試作もしておりまして、先生のアドバイスによって、そういった方向も、ち

ょっと模索をしていこうかなということでやっています。 

 

樋口委員  そのときの話ですと、すごく発酵食品ブームで、首都圏の発酵レストランは、

長蛇の列、あるいは予約がとれない状況なようで、ぜひ山梨県を。山梨ではワ

インですが、ワインなんか発酵食品の最たるものだということだと思います。

この予算の中に、そういうことが込められていると思いますけれども、ぜひ単

品の名前もいいですけれども、発酵食品、山梨発酵食品。さっき有機の郷と言
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いましたけれども、そのような意味合いで、発酵食品の拠点というのか、わか

りませんけれども、そのようなことで、さらに集中してやっていくべきだと思

うんですが、どうでしょうか。 

 

樋川農業技術課長 委員御指摘のとおり、せっかく小泉先生という本当の専門家がいらっしゃ

るわけですので、そちらのアドバイスもいただきながら、この事業の中で、そ

ういった方向も探りながら実施していきたいと。 

 

樋口委員  さっき課長おっしゃられたように専門家でありますし、私は、こういうとこ

ろではあまり言ったことはないですけど、よく控室とか、いろいろなところで

意見交換している中で、もっと山梨の名前を小泉先生に書いてもらえと。日経

のあそこのコラムに載せてほしい、週刊誌に載せてもらえといっても、なかな

か載せてくれないんですけれども、そのことならば書き出して、どんどん書い

てくれるなという気がしたんですけれども。 

 

樋川農業技術課長 小泉先生、本当に、言い方悪いですけれども、ある意味、広告塔みたいな

感じの部分もございますので、山梨のＰＲ、そういったことも含めて、積極的

に先生にアプローチしながら、発酵ということも含めて実施をしていきたいと。 

 

樋口委員  パワースポットとか、例えばジュエリーのアウトレットとか、何ていうんで

しょう、今、トレンドが非常に人を呼ぶと聞いていますから。自分自身はあま

りよくわかりませんけれども、非常に塩こうじとか、そこの市で、そこの住民

がつくったみそとか、そういったものが非常に売れるということも聞いており

ますから、ぜひ発酵食品の６次産業化。いっぱい、いい商品が出てきているよ

うですから、その真ん中に置いていただくようにお願いしたいと思います。 

 今、キムチとか、カボチャなどの話がありましたが、そのほかにも可能性が

山梨には、あると思うんです。例えば、どんなものがありますでしょうか。 

 

樋川農業技術課長 先ほどの委員の発言のとおり、ワインはまさに発酵産業というようなこと

で、酒全般、それから、みそ、しょうゆ、酢にしても、また納豆、チーズ、ヨ

ーグルト、パン、漬物など、いろいろな発酵食品があります。その中で、きら

りと光るというような、山梨の素材をうまく生かしながら商品に仕上げるとい

うことにつきまして、なかなかハードルが高いわけですけれども、果敢にチャ

レンジをしていきたいと思っております。 

 先ほど、紅茶の話をしましたけれども、せっかく山梨でお茶というものがあ

る。それを、もっと付加価値を高めて、高く販売できるような方法がないかと

いうことで、今、試作も含めてやっております。 

 そうしたことも含めまして、いろいろな方面から、アプローチをしていきた

いというように考えています。 

 

樋口委員  若い担い手をということでありますけれども、まさにそういうところがマッ

チングすると思いますので、ぜひ力を入れていただきたいと思います。 

 

（卸売市場流通対策費について） 

 次行きます。１２ページの卸売市場流通対策費、五百余万円ですけれども、

甲府市の市場が、おととしの４月から、中央から地方に移りました。それによ

って、自由度が高まったと思います。いろいろな取り組みがあると思いますけ

れども、そこで、先ほどは機能強化を促進するための施設整備という説明があ



平成２５年２月定例会農政産業観光委員会会議録（当初①） 

- 22 - 

りましたが、具体的にもう一度、その中身について教えてください。 

 

西野果樹食品流通課長 今回、予算計上しているのは、水産物の冷蔵庫の修繕を計画している

わけですが、それの設計費ということですけれども、冷蔵庫の修繕につきまし

ては、２５年度に設計をしまして、２６年から２７年度に、冷蔵庫を使いなが

ら修繕をして、その冷蔵機能を強化していくという内容です。 

 

樋口委員  国と足並みをそろえるというか、国の指導といいますか、中央から地方市場

に移行したということで、長くそこの準備期間もあったと思うんですけれども、

そこで聞いた話で、今後５年間、国から、それに対する施設補助といいますか、

整備補助といいますか、出ると聞いています。ことしは２年目でありますけれ

ども、１年目の去年は、そういった施設整備に対する県のアドバイスや等々踏

まえて、国の補助がどういうものがあったか、教えてください。 

 

西野果樹食品流通課長 甲府市場は平成２３年４月１日から中央卸売市場から地方に移管した

わけですけれども、移管して５年間に、市場の機能を強化する際、国の支援が

受けられるということになっています。来年度は冷蔵庫という話ですけれども、

前年度につきましては、２３年度の補正予算を使いまして、青果棟の低温売場

の整備を予算化し、繰り越しまして２４年度に整備中で、もうしばらくすると

完成する予定です。そこは青果物、野菜等を冷しながら売る場所ということで

すけれども、６００平米ほどの整備を現在やって、もうしばらくで完成という

状況です。 

 

樋口委員  そして５年間、そういう形で、もちろん市あるいはそれにかかわる民間の皆

さんが一生懸命知恵を絞り努力していくんですけれども、そこで、あと、まだ

３年、今後また、そういったさまざまな機能強化とか整備事業があると思いま

す。先ほど言いましたように、中央から地方ということで、卸から仲卸の流通

が今度、もっと自由度が高まって、市民や県民に直接、例えば日を決めて、そ

ういったものを売るとか、あるいはそれが常態化して一般の市民あるいはあそ

こを通る方々が買い物に寄ることも可能だと思いますけれども、そういったと

ころへの整備の支援というのは可能なんでしょうか。 

 

西野果樹食品流通課長 市場が地方に移管したのを契機に、機能強化の中の１つに、委員がお

っしゃられるとおり、今までは卸の業者は仲卸にというルートでしか販売でき

ませんでしたけれども、地方になったことによって、緩和されて直接消費者に

売るというようなこともできるようにはなっています。 

 そういうことを生かして、現在、甲府市では、消費者にも直接、市場で、例

えば開放するとか、売り場を設けて売るようなことを、「賑わいのある市場づ

くり」という名称で、検討している最中です。その検討内容をしっかり確認し

ながら、県としてどのような支援ができるのかということを今後しっかり検討

していきたいと思います。 

 

樋口委員  これについては最後ですけれども、甲府駅からリニア新駅までのちょうど中

間点が、あの辺の甲府バイパスでありますから、この新たな市場で、いろいろ

な、またあらゆる展開が考えられてくると思います。その中で、この卸売市場

流通対策費というのが、国から市への単なるトンネル、受け皿だけじゃなくて、

ぜひ、これからも県都甲府の、あるいは周辺地域の台所としての、市場として

の機能を強化、維持できるような県の支援といいますか、協力といいますか、
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そういったものを継続して、この予算、あるいは事業立ての中で、市も望みま

すし、業者も望むと思いますので、その辺についての考え方を、最後に、お聞

きします。 

 

西野果樹食品流通課長 甲府の市場につきましては、山梨県の台所というようなことの中で、

県民生活にも直結する場所でもありますし、農家にとりましても、安心して出

荷できる場所ということもありますので、その機能を維持していくことは非常

に重要だと思っています。 

 その維持する、あるいは市場を活性化していく上で、いろいろな取り組みを

今、甲府市のほうで考えていますので、県としても、先ほども言いましたよう

に、まだ中身が固まっていない部分もありますので、どういうやり方で支援が

できるか、できないのかということもありますが、市のほうともよく話をしな

がら、今後の検討になると思いますけれども、県とすれば、できる限りの支援

を考えていかなければならないというふうに思っています。 

 

（やまなし農産物ブランド化推進事業費について） 

樋口委員  ありがとうございました。最後に１４ページですけれども、やまなし農産物

ブランド化推進事業費でありますけど、認証農産物の周知、あるいはイメージ

アップ、トップセールス等を実施するということですけれども、下のほうにマ

ル新で富士の国やまなし農産物魅力発信事業費があります。今までやってきた

ことと、このマル新の事業と、つながりといいますか、違いといいますか、そ

の辺を教えてください。 

 

小野農産物販売戦略室長 平成２４年度に「富士の国やまなしの逸品農産物認証制度」を制定

しました。この制度は、本県のすぐれた農産物を全国に発信をしていくという

ことで、山梨を強く印象づける高品質な部分の認証ということでやってまいり

ました。 

 もう一方、富士の国やまなし農産物販売促進支援事業費の中で、ボリューム

ゾーンといいますか、ふだん皆さん方が買われる部分についての農産物を全国

で、例えばフルーツフェアとかそういったことで試食販売をしながら販売促進

をしていく。同時に、知事と農業団体のトップでトップセールスを行って、そ

して高品質な部分も、それからボリュームゾーンも含めて販売促進をしていき

たいということです。 

 今度新しくマル新の富士の国やまなし農産物魅力発信事業につきましては、

その山梨のブランドというものを当然、より強力に発展させていくために、「う

んといい山梨さんプロジェクト」ということで、その認証制度を用いました販

売戦略をさらに推進していく推進委員会の設置を行うことになっております。 

 また一方で、先ほど申しましたボリュームゾーンも含めまして、山梨県の特

徴ある農産物がございます。そういったものも含めて、都内への販路を開拓す

るという意味から、商談会を開催する予定の事業です。 

 

樋口委員  今、都内ということを何度か言われました。ここにも書いてありますけれど

も、この事業は、やっぱり首都圏をターゲット、あるいは東京の大田市場や、

そういったところをターゲットにして、特化していこうということでしょうか。 

 

小野農産物販売戦略室長 委員のおっしゃるとおりです。首都圏の、特に大田市場や、それか

ら京浜市場で、本県産の農産物が、ほぼ半分程度、売られております。果樹の

ような大規模に生産をされて出荷されているものについては当然そういう考
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え方ですし、また県内でも特徴ある農産物ということで、少量ながらも品質の

いいものをつくっている方々がいらっしゃいますので、そういった方を首都圏

に販路を求めたいという要望がある事業者につきましては、私たちでも首都圏

への販路開拓ということでお手伝いさせていただきたいという意味から、この

商談会を計画したということです。 

 

樋口委員  認証農産物ですが、これはそれを認める制度自体がずっと、これまでもあっ

て、例えば、この夏に新銘柄豚が出て、それも多分、認証農産物になるんじゃ

ないかと思っているんですけど、そういったふうにどんどんふえていく。いい

ものを、確かなものをふやして、そしてそれを、販路に乗せるという事業とい

うふうに解釈していいですか。 

 

小野農産物販売戦略室長 そのとおりでございます。特に来年度につきましては、水産では甲

斐サーモンが期待されると思いますし、それから新たな新銘柄豚も認証品とし

ていきたいというふうに考えております。 

 それらを首都圏で知名度を上げるためにも、特に首都圏のホテル、レストラ

ンの山梨ゆかりのシェフ等を御招待いたしまして、そこでそれぞれの素材をつ

かった料理を食べていただきながら商談を進めたいと考えております。 

 また、新銘柄豚につきましては、来年、世に出ていくわけですので、特に首

都圏で銘柄の発表をさせていただく機会としても利用していきたいと考えて

います。 

 

樋口委員  「うんといい山梨さんプロジェクト」、「うんといい山梨さん」という言葉、

何かどーんと出てきたんじゃなくて、すうっと出てきて、すごく中途半端なよ

うな気がするんですけれども。あるいはロゴマークも、たしか去年の年度末の

議会で質問しようとして、まだロゴマーク決まってないなんていうやりとりを

した記憶があるんですけれども、このロゴマークについても、もっともっと、

一般県民に、今の言葉もロゴマークをもっとアピールする必要があるんじゃな

いかなと思うんですが、その辺はどうですか。 

 

小野農産物販売戦略室長 昨年７月に初めて公表をして、ちょうど桃の最盛期を過ぎたころで

あったため、なかなか世間に広く知っていただくには、時間が足りなかったと

考えております。ことしは、知事のトップセールスを初めとして、東京で開催

する、そういったイベント、それからこちらで計画をしている商談会、それ以

外にもさまざまな機会を使いまして、広くＰＲをしていきたいと思っています。

もちろん県内向けのＰＲもしていきたいと思っています。 

 

樋口委員  最後に、また重ねて言いますけれども、今まで計画してきたものが、やっと

形になって、大きく動き出してきたことしですし、さらに来年そうなるという

ふうに思いますから、その辺のアピールをしっかりとすることで、動き出した

ものが大きく発展するんじゃないかというふうに思って期待しています。その

辺について、最後お聞きします。 

 

小野農産物販売戦略室長 このマークをどういう格好でＰＲをしていくかということですが、

品物につけて、消費者の皆さんの目に触れていただくことが一番大きなＰＲの

効果になると思っております。そういったことから、来年度は、さらにこのセ

ールを拡充して、出荷物がたくさん首都圏なり、山梨県が首都圏に出ていける

ように努力をしていきたいというふうに考えています。 
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 そういったことで、この制度が年を追うごとに、山梨県のブランドとして育

っていくよう努力をしていきたいというふうに思っています。 

 

小幡農村振興課長 先ほど樋口委員の御質問で緊急雇用の人数、９５０人と申し上げまして、

その内訳について、先ほど申し上げた人数が２４年度と２５年度、両方入って

おりました。２４年度分が１９人で１７日。当該の予算につきましては１９名

で５０日というふうに訂正させていただきます。 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり賛成すべきものと決定した。       

 

 

※第２０号 平成２５年度山梨県農業改良資金特別会計予算 

 

質疑       なし 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり賛成すべきものと決定した。 

 

 

 ※第３３号 県営土地改良事業施行に伴う市町村負担の件 

 

質疑       なし 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で原案のとおり可決すべきものと決定した。 

 

 

※請願第２３－６号 「ＴＰＰ（環太平洋連携協定）交渉」への参加に反対する意見書採択

を求めることについて 

 

意見      （「継続審査」との声あり） 

 

討論       なし 

 

採決       全員一致で継続審査すべきものと決定した。 
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主な質疑等 企業局 

 

※ 第２８号 平成２５年度山梨県営電気事業会計予算 

質疑 

（小水力発電所建設費について） 

棚本委員  少し所管に入るかもしれませんが、予算という観点の中から質問させていた

だきます。 

 今、説明の中で、小水力の発電所建設費も触れられておりました。私ども、

この委員会で昨年、小水力のモデル施設であります深城発電所を訪れました。

もちろん私は地元でありますから、この設置意義というのは十分承知しておる

１人でありますし、力強く推進している１人でもあります。 

 その際に、今までと違う観点から委員会として現地視察をしまして、改めて

エネルギーの地産地消には本県の持つ自然環境を十分に生かした小水力ある

いは太陽光というものを強く推進していかなければならないと意を強くした

ところであります。 

 改めて予算という中で、この小水力発電所建設費に大城川砂防ダム利用発電

所建設工事という予算が盛られておりますが、この概要だけ、どの程度の規模

を考えておられるのか、伺います。 

 

仲山電気課長  近年、調査をいたしまして、砂防ダムを利用した小水力発電として、５０キ

ロワット程度の大きさの規模で計画をしております。 

 

棚本委員  本会議で知事も所信で述べられておりましたけれど、「やまなし小水力ファ

スト１０」をスタートさせること、さっき公営企業管理者からもお話がござい

ました。私は、この本県の先進的な取り組みに大きく期待をしておりますが、

今のこの大城川砂防ダムを利用した小水力も、「やまなし小水力ファスト１０」

の中の位置づけなんでしょうか。 

 

仲山電気課長  ファスト１０は来年度からスタートしますが、４つモデル施設をお示しして、

小水力の普及促進を図るという観点で、今まで建設に取り組んできました。大

城のほうはモデル施設という位置づけで、４つのモデル施設の最後の発電所と

いうことになります。 

 

棚本委員  わかりました。予算でスタート、今させましたので、このまま継続してお伺

いをしていきますが、ファスト１０という話が出ましたので、改めてこのファ

スト１０、事業内容についてお伺いいたします。 

 

仲山電気課長  小水力発電につきましては、なかなか民間等の取り組みが進まない分野でし

て、エネルギーの地産地消を進める上では、県が先頭に立って取り組んでいく

必要があるだろうということで、ファスト１０は、この１０年間、１０カ所ぐ

らいに発電所をつくっていくという計画、方針を立てまして取り組んでいくと

いうふうな内容にしております。 

 固定価格買取制度の仕組みもでき、小水力が促進できるような要件になって

おりますので、工夫をしながら、迅速にやっていくということで、名称もファ

スト１０という名前にしております。 

 

棚本委員  だけど、この名称の響き、不謹慎かもしれませんけど、いいですね。この「や
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まなし小水力ファスト１０」という、何となく、この山梨のイメージ。やはり

エネルギーの地産地消、それ単体でも意味あることなんですが、「クリーンエ

ネルギー先進県やまなし」をうたっていくにも、こういう本当に明るい感じの

する名称というのも、わかりやすくて響きがいいと思います。 

 今、課長から答弁いただいた中で、工夫しながら進めるということですが、

具体的には、この工夫というのは、どういう特徴を持っておられることを指し

ておりますか。もう一度お願いします。 

 

仲山電気課長  民間等の取り組みが進まないということに幾つか原因があろうかと思いま

すが、建設費が高いとか、そんなことがございます。この計画の中の具体的な

工夫につきましては、山梨県を３つのブロックに分けて、そのブロックごとに

複数の発電所を一括して発注するとか、あるいは仕様を統一して、同じ仕様で

発電所を発注しまして、台数がふえると価格が下がるということにも期待をし

ながら、そういう意味でコストを下げていくというふうな工夫が１つございま

す。 

 それと、あと県内の業者、関連業者さんに、この建設にかかわっていただく。

今、進まないという理由に、県内に身近なノウハウを持った業者さんが少ない

ということもあろうかと思いますので、建設の中でかかわっていただくと。そ

して技術を吸収してもらって、次の開発につなげてもらうというふうなことを

考えています。 

 それともう一つ、災害時の防災、水力のほうは夜も発電ができるということ

もありますので、そんな視点でも設置ができればという工夫をしていきたいと

いうことで考えています。 

 

棚本委員  そういう意味ですね。３ブロックに分けて複数。しかも同じような仕様でコ

スト削減と、それから県内業者の育成、技術習得をしてもらうんだということ。

それから災害時の関係。確かに、３つとも大事な話だと思います。 

 こういう分野、なかなか県内の地場の事業者というのが、技術があるのか、

ないのかも私、無責任な発言、きょうは公の場ですから、できませんけど、や

はり県が主導し、小水力は、地場の事業者を育てていただくということも大き

な意義があることだと思いますから、今、答弁のありましたこの３つ、重要な

ことだと思います。ぜひ、この点もしっかりと取り組んでいただきたいと思い

ます。 

 あと、１０年で１０カ所というお話を冒頭いただきました。開発地点という

のは、前に若干聞いた部分もあるのかもしれませんけど、決まっておられるん

でしょうか。 

 

仲山電気課長  開発地点につきましては、企業局で２１年度に小水力発電の推進マップを作

成しています。その中から、特に早くできたりするような地点を候補地点とい

うふうに挙げておりますけれども、今の時点では峡東地域に４地点、東部富士

五湖地域に４地点、それと峡南地域に２地点という候補地点を考えております。 

 

棚本委員  最後に、太陽光についてもいろいろ聞きたいわけですが、今、予算というと

ころで小水力から入りましたので、最後に質問させていただきます。これで、

せっかく名称も「やまなし小水力ファスト１０」ですから、１０年の中で、や

はり目標どおり、計画どおり、きっちりこなすことが、もう一つの大事なこと

かと思います。 

 タイムスケジュールに沿って、しっかりこなしていって、やはり１０年で完
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成するということが大事なことだと思いますが、今後のスケジュールは、もう

決まっておられるんでしょうか。 

 

仲山電気課長  来年度ですが、早期に建設が見込める、水量がはかってあるとか、そんな条

件が比較的整っている峡東地域について集中的に調査を進めてまいります。そ

して２６年度に実施設計や許認可を進めまして、その許認可が整いましたら着

工に移っていくというふうなことで進めてまいります。 

 それと、東部富士五湖と峡南地域にブロックを分けています。こちらのほう

は、それぞれ３０年、３２年には着工していけるように準備を進めていくとい

うスケジュールです。 

 

（太陽光発電施設等建設費について） 

樋口委員  企業局の８ページで、今の小水力発電の次の段ですけれども、太陽光発電施

設等建設費。これも知事の所信、あるいは先ほどの管理者のお話にありました

多くの事業が続いているわけでありまして、蓄電システム、次世代フライホイ

ールの研究ということでありますけれども、これは既に、もう何年か前から鉄

道総研と協定書を取り交わしながらやっているということでありました。その

中で今回、また４億円余の予算計上がありますが、その２年前に協定をした事

業の中身、今回の中身、具体的にもう一度教えてください。 

 

仲山電気課長  企業局ではグリーンイノベーションということで、県の主要施策ということ

で、ここ数年進めてきておりますけれども、１つグリーン、環境に対する取り

組みとしまして、再生可能エネルギーの普及促進を図っていくという項目があ

ります。その中で超電導を利用した蓄電装置を利用することによって太陽光の

大量導入の課題とされているものを解決していくことに取り組んできており

ます。 

 それと、今回の計画ですが、今年度の７月に新エネルギー産業技術総合開発

機構、ＮＥＤＯといいますけれども、ＮＥＤＯで募集がありました、安全で大

規模な蓄電システムをつくるという募集がありまして、そちらに今回、次世代

フライホイール、大規模蓄電システムの研究開発ということで応募したところ、

採択を受けまして、具体的に今までやってきた考えと同じものを研究開発して

実証試験までできるというふうなことになっております。 

 

樋口委員  そこはわかりましたけれども、そこで県の任務分担として新たに太陽光発電

をつくるという意味ですか。 

 

仲山電気課長  今回の予算の中では、実証試験用に新たに１,０００キロワット規模のもの

をつくるという予算計上です。 

 

樋口委員  今の米倉山は何キロワットですか。 

 

仲山電気課長  現在のものは１万キロワットです。 

 

樋口委員  ということは、今の規模の１０分の１のものを４億５,０００万円かけてつ

くるという認識でいいんですか。 

 

仲山電気課長  先ほどの課別説明書にありました内訳ですけれども、太陽光発電につきまし

ては３億７,５００万円。あと残りの７,０００万円につきましては、用地の造
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成とか、排水路を整備するという内容に３,５００万円。あと残りは、先ほど

国、ＮＥＤＯの研究開発に、企業局としてかかわってくる部分に、制御システ

ムを開発するという部分がありまして、その開発費として３,５００万円。合

わせまして４億４,５００万円というふうな内容になっています。 

 

樋口委員  知事の所信でも、鉄道総研と民間企業及び本県で役割分担すると。県は今、

役割分担について、おっしゃられましたけど、県にはＮＥＤＯからお金は入ら

ないのですか。 

 

仲山電気課長  今回の補助事業につきましては、５者の共同提案ということで参加をしてお

りますが、それぞれに、ＮＥＤＯからは補助対象に対して３分の２の補助が来

るということで、ほかの４者にも、その対象に応じて補助金が交付されるとい

うふうな仕組みになっています。 

 

樋口委員  ５者というのは、県と鉄道総研と、あと３つは民間ということでよろしいで

すか。 

 

仲山電気課長  ５者のうちの、あと３者が民間です。クボテックというフライホイール本体

をつくる会社と、古河電工、今回の超電導の核になる部分の軸受に関する超電

のコイルをつくるところ、それと県内でミラプロという真空技術にたけた会社

が参加していまして、その３者になります。 

 

樋口委員  県内では、ミラプロということであります。１社だけということですね。そ

れぞれがＮＥＤＯから補助金を受けるということがわかりました。ですから、

かなり大きい規模の事業だということが理解できました。 

 そして、先ほどの説明の中で、今までやってきた内容の事業がそのまま、い

いじゃないかということで採択されたということでありますので、非常に、期

待したいというふうに思っています。 

 蓄電システムというのは、どこでも、このクリーンエネルギーを利用する場

合、本当に必要な装置だということを聞くわけですし、私もわからないままに

も、そういう話を、いろいろなところでしたり、聞いたりしているわけであり

まして、とりわけ太陽光や風力には必要だということでありますけれども、そ

の必要性について、お聞きしたいのと、このような研究事業をやっているとこ

ろが、ほかの都道府県、ほかの地域ではあるのか、ないのか伺います。 

 

仲山電気課長  この事業の目的といいますか、効果につきましては、今回のフライホイール

を使った蓄電装置で、比較的短い時間の変動を吸収するというところに適した

ものを今、研究開発をするということで、特に太陽光は、曇りの日なんかは太

陽が出たり出なかったりということで、例えば米倉山ですと１万キロワットが

何千キロワット単位で変わってきます。その機械をつけることによって、変動

を吸収し、系統と言っていますけれども、東京電力、電気を配る会社の系統に

影響を与えないというふうなことが期待される機器です。それと、太陽光にも

使えますし、風力発電も、やっぱり風の吹き方は一定ではありませんので、そ

ういうものにも適用できる機械だということです。 

 あと２つ目で、ほかの県のほうでこのことがされているかということですが、

民間企業と一緒になってこういうものを開発するというのは非常にまれで、そ

ういう意味でも今回のこの事業は注目されているというふうなことです。 
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樋口委員  この事業の成果が非常に待たれるところですけれども、事業年度、計画、そ

ういったものは、どういうスパンで行うのですか。 

 

仲山電気課長  この事業は本年度から２７年度まで、４年間の事業になっています。来年、

再来年、２５、２６年度で、この機械を５者で、それぞれの分担に応じてつく

りまして、２７年度に米倉山にそれを持ち込みまして、現地で組み立てを行い

ます。それが終わったところで実証試験ということで、今回、実証用の太陽光

の１,０００キロワットとつなげまして、先ほど御説明したように、太陽光の

変動をどんなふうに吸収できるかというものを実証していくというふうな計

画になっております。 

 

樋口委員  成果といいますか、目標、今ちょっと触れられましたけれども、もう一度。

２７年度まで、その目標を達成するということは、すごいことだなというふう

に思うわけです。その辺については、どうでしょうか。 

 

仲山電気課長  最先端の技術を各社持ち寄ってつくるということで、本年度、試作機をつく

って、今まさに会社のほうで回転試験をするというような状況になっています。

そういう意味で、最先端の技術をつくっていくということで、２７年度に向け

て各社しっかりやっていけるように、県のほうでも事業者をしっかりリンクさ

せて取り組みをしていくということでやっております。 

 

樋口委員  県内でミラプロ１社ということですけれども、ミラプロのどういう技術が、

この事業の中で活用されているんですか。 

 

仲山電気課長  今回述べた中核な技術は超電導で、電気をためる回転体を動かすというふう

なことが１つ中核の技術になっています。その超電導を起こさせるために温度

を下げる必要があります。その温度を下げるために真空技術が必要だったり、

今回は、そのフライホイール自体を真空容器の中に入れて抵抗を少なくしたり、

あるいは断熱性能を高めたりして、その機能を保持するという役目で、真空技

術で今回、ミラプロさんが技術参加しているということです。 

 

樋口委員  先ほど棚本委員の質疑の中にもありましたけれども、やはりエネルギーの地

産地消、クリーンエネルギーの普及推進の中にも、県内企業に大きく関与して

ほしい。そして県内企業の育成にもつなげてほしいなというように思っていま

す。 

 大変難しい技術が必要になってきて、それを持っているミラプロがかかわっ

ているということですけど、そこから何か山梨県は、機械電子産業が基幹産業

ですから、広がって県内のそういうところにもビジネスチャンスといいますか、

一緒に参画できる可能性ということも考えられますか。 

 

仲山電気課長  真空技術を持って県内で事業を営んでいるところが複数社あるというふう

に聞いています。ミラプロであるとか、この間、山日新聞にも出ていた小宮山

さん、ちょっとフルネームは忘れましたけれども、そういう真空技術を使った

ものを加工しているというふうな会社もございます。 

 関連企業は裾野が広いということで、県内にも今回の新しい技術に参加して

いただいた内容が十分波及していくというふうに考えられますので、今後、直

接参加していただいた効果が、裾野の部分では直接出てくるのかな。それがま

た県内関係業者に広がっていくということで、そんなふうなことは期待できる
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と思っています。 

 

樋口委員  この予算は、とりあえず太陽光をつくる予算だということでありますけれど

も、米倉山も１.１倍の大きさになるということでありますから、百聞は一見

にしかず、そのフライホイールの蓄電システムの本体も、また、ぜひ、でき上

がったら見たいなと思いますけれども。 

 燃料電池もそうなんですけど、山梨大学で研究開発をして、山梨大学、渡辺

さんが第一人者ということで１０年前からテレビでこれをやっていると。さて、

うまくいって、でき上がったら大手に持っていかれちゃうとか、そういう心配

が絶えず僕らもあったり、巷間あってですね。そういった点についてのケアと

いいますか、２７年まで研究事業をして、その後、ここまでやった成果を、こ

この果実として全国発信するようなことについては、どのようにお考えですか。 

 

仲山電気課長  この事業の成果自体は、国の補助を取り入れてやっていますので、成果品の

評価は、また国から受けて、この事業自体が市場に出していくというふうなこ

ともにらんで、国も補助を出しております。 

 実際、今回の技術と中核はフライホイールを製造するクボテックという会社

が中心になりまして、世の中に物を出していくということになると、そちらの

会社が関連した会社からパーツ、部材を取り寄せて世の中に出していくという

形になります。 

 あと、開発された技術についても、それぞれ仮に何か新しい技術が特許を取

られるようなことになれば、それは参加した人たちの会社に属するというふう

な、今回、規定になっていまして、それぞれの会社が、そういう権利は持つと

いう格好になります。 

 また、情報発信につきましては、ＰＲ施設が米倉山にありますので、これか

ら２７年まで、その施設を使って関係の講座とか、情報発信ができるような計

画も今、立てておりますので、そんなこともあわせて情報発信をしていきたい

というふうに考えています。 

 

樋口委員  最後の、確認というか。太陽光パネルがいつできて、そのフライホイール蓄

電システムの本体はいつでき、いつから稼働して、実際にうまくいっている、

いかないとかというのを私たちが目に見える、あるいは見聞きできるようにな

るまで、どのぐらいのスパンがありますか。それを聞いて終わります。 

 

仲山電気課長  現地での太陽光発電ということでよろしいかと思いますけれども、現地で、

１,０００キロワット程度の太陽光は来年度つくってしまいます。実証試験を

するのに、機械をつなげる前と後の状況のデータも比較する必要がありますの

で、完成した後すぐに、そちらのデータどりに入るというふうなスケジュール

になっています。 

 あと、フライホイールの本体につきましては２５、２６年度と、やっぱり各

社、かかりますので、現地へ持ち込まれるのは２７年度という予定になってお

ります。 

  実用化計画のほうも、今回の国の事業計画書に組み込まれておりますけれど

も、ユーザーとすれば、今回つくった太陽光などの変動を吸収するという意味

合いから、電力会社とか、あと、モーターで動いている鉄道ですね。そちらも

省エネ機器としても実際使われているというふうなこともありまして、そうい

うユーザーが出てくれば、そちらに実用機として世の中に出ていくということ

になります。 
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 いずれにしても、２７年度の実証試験の結果が、安全で低コストでできると

いうことが確認されて、世の中に出ていくものというふうに考えています。 

 

（営業費用について） 

齋藤委員  電気のことで聞きたいわけですが、この７ページの所在市町村交付金という

ものがありますが、この１億３,５００万円というのは、何を基準に、この数

字が出ておるのか。これは、所在ですから、例えば早川町とかにあるわけです

が、その辺の内訳を、ちょっと教えてもらいたい。 

 

仲山電気課長  内訳は今、資料がございませんが、基本になるのは、水力発電の水力設備の

固定資産の額が基本になって、交付金として算定されて、所在している市町村

に交付されているということです。 

 

西山企業理事  交付金の内訳ですけれども、山梨市が３,１００万円、南アルプス市が１,

３００万円、北杜市が３５０万円、甲斐市が９００万円、そして甲州市が３,

０００万円、早川町が４,５００万円、さらに富士河口湖町で１００万円にな

っております。 

 

齋藤委員  そこで、あと何かということを示してもらえば。それから、減価償却費の６

億９,４００万円でありますが、これは何年続くのか。もとの額は今どうなっ

ているのか。 

 

仲山電気課長  減価償却は発電所の建設年度と規模によって償却期間が異なってきますの

で、一概に何年というふうなことはありませんが、土木施設がウエートが大き

いものですから、減価償却期間は５０年超えるような期間で減価償却をしてい

くというふうなことになります。 

 

齋藤委員  投資のもとがあると思うわけですが、その辺の細かいことも私は知りたいと

思っているので、また後で資料でも、出してもらいたいということ。 

 それから、除却費とここにあるわけですが、これはちょっと意味がわからな

いので、教えてください。 

 

仲山電気課長  この中には、来年度、山中湖に職員の保養所を企業局が持っていますが、来

年それを撤去するような計画がありまして、それを除却する費用というのが、

この中の主なものです。 

 

齋藤委員  その保養所以外に、何があるわけですか。その他あるということですので、

ちょっとその辺を教えてください。 

 

仲山電気課長  今、具体的な個々のものは手元にありませんが、改良工事で物を取りかえた

り更新するというときに、改良される部分について、その資産が除却されると

いうふうなことになります。 

 小さな内容になりますけれども、水力発電をするような場合に今、測水所と

いうのを設けて水をはかっていますけれども、それも機械を更新するという場

合、古いものの資産を除却していくということをやっていきます。それも来年

度の計画の中には入っております。 

 

齋藤委員  その山中湖ですか。いつ建設したもので、何年たったから、除却するのです
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か。 

 

二茅総務課長  山中湖荘ですが、福利厚生施設ということで、昭和４１年の６月に開設して

おります。敷地は県有林の上に企業局で建てまして、それから本年２月まで営

業しておりました。最近あまり利用状況が少ないということで、２月をもって

廃止ということになっております。以上です。 

 

齋藤委員  土地は借用で県有林を借りていたという解釈でいいわけですか。 

 

二茅総務課長  はい。県有林を借地して、その上に建てておりました。 

 

齋藤委員  わかりました。細かいことが、わからないから、質問させてもらったわけで

すが、いずれにいたしましても、減価償却というものはしっかりやっていかな

ければいけないものですから。いつ、どんな大きな故障があるかわからないも

のですから、しっかり管理してやってもらいたいと思っております。以上です。 

 

西山企業理事  それぞれ機械関係は例えば２２年とか、水路は５６年とかありまして、きっ

ちりした管理をして、今後もいい状態を保つようにやっていきたいと思ってい

ます。 

 

髙野委員  さっき樋口委員が聞かれた、この太陽光の４億４,５００万円。何か説明で

も、そこに書いてあるとおりみたいな話なんだけど、何か、この１枚で全てが

済むというのは、公営企業管理者、ちょっとおかしいんじゃないか。少なくと

も４億４,５００万円、これの内訳ぐらいはないと、後で口で言うなんていう

程度のものでは、ちょっと済まされる問題じゃないと思うよ。今、齋藤委員が

言うように、じゃ、端から詰めていったって、説明は１つもない。これが新年

度予算に向かって。 

 今の、除却費だって１億９,０００万円でしょう。何で、この説明が、何年

たっているものだからどうとか、だからことし潰さなければならないとかとい

う、こういう話じゃわかるんだけど、みんな、その桁が１億台ですよ。これを、

この２枚の紙で全て承知しろ、また聞いてみろっていったって、無理じゃない

のか。少なくとも、この資料のつくり方、おかしいと思うよ。 

 ４億４,５００万円だって、さっき言った、じゃあ土地は県有地だから土地

代は要らない。でも造成が幾らかかる。太陽光発電に対して器具の代金が幾ら

かかるって、そのぐらいの明細がないのは、てんでおかしくない？ 

 委員長、説明のできる範囲は説明があるものを、やっぱりつけてくれないと。

端から、さっき齋藤委員が聞いたように、端から聞いていったら、ね。 

 こんなのわかるわけないじゃん。特に、その営業費用のところなんか、絶対

わからないよ。じゃあ全部、あなたたち、ここで委員が待っていても、ここで

端から聞くから、端から答えますか。いや、どうするのか、よく公営企業管理

者、考えてよ。 

 

白壁委員長  先ほど齋藤委員から２つの資料提出の要望、そして髙野委員から詳細につい

ての資料提出の要望がありました。皆さんにお諮りします。この件について、

各委員が言われるように資料提出を求めてもよろしいでしょうか。 

 

（「異議なし」の声あり） 
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白壁委員長  ということで、資料提出を求めます。これについて、公営企業管理者。 

 

後藤公営企業管理者 今、それぞれの委員からおっしゃること、全く反省するべきであります。

具体的に今の委員長の御指示等も踏まえまして、より皆さんにわかりやすい資

料を早速また整えまして御提出するような形で進めたいと思います。 

 

白壁委員長  なお、明日も委員会でありますので、どこかの委員会の冒頭に、その資料提

出をお願いしたいと思います。 

 

髙野委員  資料提出してもらうよりも、やっぱりもう１回、ちゃんとした形で企業局の

この委員会をやってもらうほうが。やっぱり、もう１回説明をしてもらわない

と。 

 だから、一番後ろへ回して、観光部が終わってから委員会をもう一度開催を

していただきたいと思います。いかがでしょうか。 

 

白壁委員長  ただいま髙野委員から、調査部課の変更についての提案がありました。皆さ

んの御意見を聞きたいと思います。御意見ありませんか。 

 

（「よろしくお願いします。賛成」の声あり） 

 

白壁委員長  では、お諮りいたします。再度、企業局は最終日、観光部が終わった後での

調査ということにしたいと思います。これに御異議ありませんか。 

 

（「異議なし」の声あり） 

 

白壁委員長  異議なしと認めます。よって、順序を変えて再調査することと決定されまし

た。 

 以上をもちまして企業局の予算に対する審査については、この程度にとどめ

て、本日は散会したいと思います。御苦労さまでした。 

 

その他     ・本日は、農政部関係の審査で終了し、３月８日午前１０時から、産業労働

部・労働委員会関係、観光部関係及び企業局関係について会議を開くこととし

て閉会した。 

 

以 上 

 

農政産業観光委員長 白壁 賢一      

 


